
第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート

施策番号

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 20.3

実績値

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成28年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

平成25年度 平成26年度 平成27年度

20－01－①

市民自治の確立のための環境整備

まちづくり協議会や草津市立まちづくりセンター等の充実を図り、基礎的コミュニティ、市民公益活動団体、大
学、企業等の多様な主体の連携と協働によるまちづくりを促進します。

市民主役のまちづくりが進んでいるかという質問にそう思う、ややそう思うと回答した人の割合(％)

（※基準値） 18.3 19.3

14.5 16.7

成果指標の実績値は16.7%となっており、増加傾向にあるが、目標値には届いていないため、さらなる取り組み
が必要である。また、自分たちのまちは自分たちでつくるといった考えのもとで設立されたまちづくり協議会の
認知度が低いことや、草津市立まちづくりセンター等での活動内容が十分周知されていないと考えられること
から、その役割や活動等について積極的に周知していく必要がある。

平成26年7月に草津市協働のまちづくり条例を施行し、まちづくり協議会、基礎的コミュニティ、市民公益活動
団体、市等、それぞれが主体となり、役割分担しながら協働してまちづくりを進めていくためのルールを定め
た。さらに、平成26年8月、草津市協働のまちづくり条例に基づき、市内13学区にある各まちづくり協議会を「区
域を代表する総合的な自治組織」として認定し、各地域でさらなる市民自治が進められるよう支援を行った。

草津市協働のまちづくり条例により、まちづくり協議会等の役割や協働によるまちづくりのルールを定めたこと
から、条例の実効性を担保するため、各主体がお互いに力を合わせてまちづくりを推進していけるよう検討を
進める。

平成26年7月、草津市協働のまちづくり条例に基づき、（公財）草津市コミュニティ事業団と（社福）草津市社会
福祉協議会を中間支援組織として指定し、各主体間の調整等によりさらなる協働が進むよう取り組みを行っ
た。

主要事業 担当課 達成度評価理由

まちづくり協議会推進事業 まちづくり協働課
まちづくり協議会が自主・自立し、安定し
た運営を行っていくため、地域一括交付金
等の各種交付金等により支援を行った。

まちづくりセンター管理運営事業 まちづくり協働課
（公財）草津市コミュニティ事業団と連携
し、センター利用者の増加を図るとともに、
市民公益活動を推進した。

事務事業 担当課
市民センター（公民館）管理運営事業 まちづくり協働課
協働のまちづくり条例推進事業 まちづくり協働課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事



第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート

施策番号

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 54.5

実績値

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成28年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

まちづくり協働課

平成25年度 平成26年度 平成27年度

20－02－①

基礎的コミュニティ活動の支援

良好な地域社会の形成、住民福祉の増進、住民主体のまちづくりのさらなる推進を図るため、町内会や自治
会など住民自治組織の活動を支援します。

町内会の活動に参加しているかという質問にそう思う、ややそう思うと回答した人の割合（％）

（※基準値） 52.5 53.5

45.8 51.9

市民意識調査の結果、町内会活動に参加している市民の割合は51.9%だった。駅前で町内会活動参加啓発を
はじめとした、加入促進に向けた取り組み等を実施した。今後においても目標値の達成に向けて、ひきつづき
啓発を行うとともに、活発な地域コミュニティの形成に向けて、町内会に対し継続した支援を行っていく。

地域コミュニティ活動の推進を図るため、町内会を対象として各種補助事業に取り組んだ。
 コミュニティハウス整備事業費補助：10町内会(実績39,117千円）
  掲示板設置補助：8箇所（実績136千円）
  自治会活動保険加入補助：168町内会（実績2,982千円）

コミュニティ活動の推進を図るため、町内会を対象とした各種補助制度による支援を行うとともに、地域コミュニ
ティの活動基盤である町内会への加入促進のパンフレット作成や、啓発を行う。

分譲住宅やマンションの開発増加、またライフスタイルの多様化、個人の価値観の多様化に伴い、町内会活動
に参加されない方が増加している。

主要事業 担当課 達成度評価理由

行政事務委託事業 まちづくり協働課

コミュニティハウス整備補助事業 まちづくり協働課

10件の町内会に対して地域コミュニティの
活動拠点となる集会所整備費の補助を行
い、良好な地域社会の形成と住民福祉の
増進を図った。

事務事業 担当課

草津市自治連合会活動補助事業 まちづくり協働課
掲示板設置補助事業 まちづくり協働課
コミュニティ振興事業 まちづくり協働課
コミュニティ活動初期備品整備補助事業 まちづくり協働課
自治会活動保険加入補助事業 まちづくり協働課
高齢者教室開設事業

まちづくり講座事業 まちづくり協働課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

20-02-①



第５次草津市総合計画第２期基本計画

■施策評価シート

施策番号

施策名

施策の概要

成果指標（単位）

平成28年度

目標値 58

実績値

成果指標実績に対するコメント

施策の達成度評価

評価に基づいた平成28年度取組みについての考え方

施策実績に影響を与えた外的要因その他特記事項

■施策に含まれる主要事業一覧

成果達成度
（主要事業のみ）

○

○

■施策に含まれるその他の事業一覧

平成25年度 平成26年度 平成27年度

20－03－①

市民公益活動の支援

（公財）草津市コミュニティ事業団と連携を図りながら、各種団体の活動を支援する補助金制度の拡充や、まち
づくり講座、交流イベントの積極展開などに努めます。

市内のNPO法人数（団体）

（※基準値） 54 56

52 51

NPO法人数は、平成25年度と比べ、1団体減少した。原因は不明であるが、今後経過を観察するとともに、傾
向を調査し、状況に応じた施策を検討する必要がある。

平成26年7月に草津市協働のまちづくり条例を施行し、協働のまちづくりを一層推進するため、（公財）草津市コ
ミュニティ事業団等を本市の中間支援組織として指定した。また、草津市協働のまちづくり条例の実効性を担
保するため、草津市協働のまちづくり推進計画を策定した。平成27年度以降は、同計画に基づき施策を実施す
る。

平成28年度は、上記計画に基づいた各種施策を実施するとともに、草津市協働のまちづくり・市民参加推進評
価委員会を引き続き設置し、事業の進捗管理を行う。また、本市の中間支援組織として指定した(公財）草津市
コミュニティ事業団等とは、連携を一層深め、市民公益活動の推進を図る。

市民公益活動団体を支援する（公財）草津市コミュニティ事業団等の中間支援組織の活動が、施策実績に大き
く影響する。

主要事業 担当課 達成度評価理由

市民まちづくり提案事業審査委員会運営事業 まちづくり協働課

（公財）草津市コミュニティ事業
団運営費補助事業

まちづくり協働課
本市の中間支援組織として指定し、連携
を一層深めた。

市民まちづくり提案事業推進事
業

まちづくり協働課
成立事業の目標値5件に対し、7件の成果
があった。

事務事業 担当課

市民活動推進事業 まちづくり協働課

成果達成度の表示について

◎ 期待を超える成果があった

○ 期待どおりの成果があった

△ 期待未満の成果であった

※施策に含まれる事務事業のうち、主要事

業についてのみ記載しています。

20-03-①


